
頁

１．事業の位置付け

環境部　資源循環課
● ハード ○ ソフト

年 ～ 年
【委託： 3セク・財団 ○ 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
■ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
■ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
■ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
■ 業務プロセス改善による効率化の方策
■ コスト削減の可能性 高
■ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

成果指標①

指標名 次期環境事業センター及び周辺地域整備事業進捗率 単位 ％

説明・算定式
平成24年度を100％とした事業進捗率。H19：調査等5％、H20：周辺整備等10％、H21：建設準備
等10％、H22:工事等20％、H23:工事等35％、H24：完成20％

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

活動指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度

次期環境事業センターの建替えが行われ、安定したごみ処
理ができ、ごみ処理による余熱の有効利用が図られていま
す。

環境負荷の低減を図るため、環境アセスメント調査を実施
するなど、環境事業センターの建設に向けて準備を進めま
す。

活動指標①

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度

目標

目標

実績

平成21年度

対象・受益者 市民 事業期間
委託、協働

2007 2012

目的・目標 事業の概要

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 1

事務事業名
事業担当

次期環境事業センター及び周辺地域整備事業

現在の焼却施設については、老朽化に伴い早期の施設更
新が必要です。そのため、安心で安全な焼却施設を整備
する必要があります。

ごみ処理については、一時の停滞も許されないことから、
計画的かつ確実な施設整備が求めらています。これに対
応するもので有効です。

国及び県におけるごみ処理の広域化計画に基づき、平塚
市、大磯町において、ごみ処理広域化実施計画を策定した
もので妥当です。

分析の視点

③〈循環型社会〉　循環型社会をめざして環境負荷の少ない暮らし方を定着させる
'02

○
○

事業種類

総合計画の
位置付け

'03 基本目標３　　人と自然が調和した、やすらぎのあるまち
'03

2 ごみの排出を抑制し、資源化を進める
根拠法令等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律　他

●
○
○

準ＰＦＩ的手法である「ＤＢＯ」方式を採用することにより、建
設コストの削減や施設運営の長期の委託により、効率化を
図っています。

目標

実績

先の視点に関する分析・課題の抽出

●
○事

業

分

析

項目 総合評価

必要性

有効性

妥当性

効率性

●
○

●

平成20年度

平成20年度 平成21年度

25155目標

5 15 25実績

平成19年度 平成20年度 平成21年度

実績

平成19年度 平成20年度 平成21年度



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ａ Ａ

主な取組と成果

環境影響予測評価の実施計画書を
作成し、また運営方式導入可能性
調査最終報告書の作成を行うこと
により、環境事業センターの建設
に向けて計画どおり準備を進める
ことができた。

次期環境事業センターについて
は、環境影響予測評価の実施計画
書に基づき気象調査等を実施し、
評価書案の作成を進めました。ま
た、整備・運営事業の実施方針を
公表し、特定事業に選定しまし
た。周辺地域整備については、周
辺公園の再整備を実施しました。
環境事業センターの建設に向けて
計画どおり準備を進めることがで
きました。

次期環境事業センターについて
は、環境影響予測評価案の提出
し、説明会、公聴会を実施し、環
境影響評価書を神奈川県知事に提
出しました。また、整備・運営事
業者の選定を進め、基本契約、工
事請負仮契約等を締結しました。
次期環境事業センターの建設に向
けて計画どおり準備を進めること
ができました。

検証結果
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

－

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

2

進
捗
状
況

再任用　(人)
内
訳

人件費　(B)
フルコスト　(A+B)

遅れている
理由

：予定どおり
－ －

21,144
57,736

34,000
6,665

今後に向けた
課題

国からの交付金を受けながら、着
実に事業を実施していくことが大
きな目標であり、環境影響予測評
価書の作成や、準ＰＦＩ的な手法
である「ＤＢＯ」方式による事業
者選定等についても、計画的に実
施していきことが課題である。

国からの交付金を受けながら、着
実に事業を実施していくことが大
きな目標であり、環境影響予測評
価書の作成や、準ＰＦＩ的な手法
である「ＤＢＯ」方式による事業
者選定等についても、計画的に実
施していくことが課題です。

現焼却施設が老朽化しているた
め、国からの交付金を受けなが
ら、着実に事業を実施していくこ
とが大きな目標であり、周辺住
民・関係者の理解を得ながら、安
全に工事を進めていくことが課題
です。

：予定どおり ：予定どおり

：成果があがった ：成果があがった ：成果があがった

財
源
内
訳

一般財源

国庫支出金
県支出金

起債
その他　特財

5,561
36,592
122.22

事業費　(A)
執行率　(%)

職員　(人) 2.20

事業内容

環境調査実施、建設準備、周辺
地域整備

環境調査実施、建設手法検討、
周辺地域整備

環境調査実施及び建設手法検討

12,144

27,682

2.40
0.80

22,882
0.80

22,882
123,313

0
494
4,306
4,800
38.22

0.80

14,000
2,587

2,300
31,447
12,623

0

15,696
100,431
71.62
2.40

0

平成２１年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成１９年度
決算額



頁

１．事業の位置付け

環境部　資源循環課
● ハード ○ ソフト

年
【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ ○ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
□ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
■ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
■ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
■ コスト削減の可能性 高
□ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

必要性

平塚・大磯ブロックごみ処理広域化実施計画を策定し、今
後はこの実施計画に基づき施設を整備していきます。 ●

○

有効性

環境負荷の低減や効率的なごみ処理が可能となり、経費
の縮減が図られることから有効です。 ●

○

事

業

分

析

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

妥当性

平塚・大磯ブロックの廃棄物処理の現状と課題を抽出し、
広域処理施設の整備計画等を策定し、廃棄物処理を共同
で取り組んでいくもので、効率化を図る上で有効です。

○
●
○

効率性

ごみの広域処理により、それぞれの市町が補完し合うた
め、経費の縮減が図られます。 ●

○
○

実績

目標

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

説明・算定式
H19：ごみ処理広域化実施計画策定負担金20％、H20：施設改修（大磯町）負担金20％、H21：施
設改修（大磯町）負担金20％、H22：施設解体（平塚市）40％

平成19年度 平成20年度 平成21年度成果指標①

指標名 ごみ処理広域化進捗率（し尿処理施設） 単位 ％

目標 20 40 60
実績 20 40 60

実績

単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度
目標

実績

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度
目標

目的・目標 事業の概要
ごみ処理広域化実施計画が策定され、環境負荷の低減、ご
み処理の効率化、経費縮減が図られています。

ごみ処理の効率化を図るため、広域的なごみ処理に関する
事項などを協議することにより、ごみ処理広域化実施計画
を策定し、同計画に基づき広域化を進めます。

委託、協働

活動指標①

指標名 単位

対象・受益者 平塚市民 事業期間 2006

総合計画の
位置付け

'03 基本目標３　　人と自然が調和した、やすらぎのあるまち
'03 ③〈循環型社会〉　循環型社会をめざして環境負荷の少ない暮らし方を定着させる
'02 2 ごみの排出を抑制し、資源化を進める

事業種類

根拠法令等 ごみ処理の広域化計画について（厚生省環境整備課長通知）他

事務事業名 ごみ処理広域化推進事業
事業担当

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 3

活動指標②

指標名



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ａ Ａ
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

今後に向けた
課題

平成２２年から平塚市のし尿を受
け入れるため、大磯町のし尿処理
施設の大規模改修に対して負担金
を支出する。

平成２２年から平塚市のし尿を受
け入れるため、大磯町のし尿処理
施設の改修工事に対して引き続き
負担金を支出します。

平塚市のし尿の円滑な処理のた
め、大磯町のし尿処理施設の改修
工事に対して引き続き負担金を支
出します。また、大磯町に事務の
委託をするため負担金を支出しま
す。

主な取組と成果

１市１町ごみ処理広域化実施計画
書の作成及び平塚・大磯地域循環
型社会形成推進地域計画の作成を
行い、広域化の体制を整備するこ
とができた。

１市１町ごみ処理広域化実施計画
書及び平塚・大磯地域循環型社会
形成推進地域計画に基づき、大磯
町がし尿処理施設の改修工事を実
施したので、費用の負担をしまし
た。

１市１町ごみ処理広域化実施計画
書及び平塚・大磯地域循環型社会
形成推進地域計画に基づき、大磯
町がし尿処理施設の改修工事を実
施したので、費用の負担をしまし
た。また、平成２２年度からのし
尿処理に向け、大磯町処理施設へ
の試験搬入を実施しました。

検証結果 ：成果があがった ：成果があがった ：成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

進
捗
状
況

：予定どおり ：予定どおり ：予定どおり

遅れている
理由

－ － －

フルコスト　(A+B) 18,205 34,694 30,853
人件費　(B) 15,790 15,790 9,046

内
訳

職員　(人) 1.80 1.80 1.00
再任用　(人) 0.20 0.20 0.20

執行率　(%) 191.67 25.21 9.61
事業費　(A) 2,415 18,904 21,807

その他　特財 2,415 0 0
21,807

県支出金 0 0 0財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

起債 0 0 0

一般財源 0 18,904

事業内容

ごみ処理広域化実施計画の策定 ごみ処理広域化実施計画に基づ
く事業の実施

ごみ処理広域化実施計画に基づ
く事業の実施

4

平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額



頁

１．事業の位置付け

環境部　資源循環課
○ ハード ● ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

□ 市民ニーズ
■ 事業目的の達成状況 高
□ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
□ 市民満足度を高める方策 高
■ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
■ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 5

○

有効性

継続的に多量排出者に対し、指導し、計画を策定させて減
量化に努めさせることは、ごみの発生抑制、資源化に有効
です。 ○

妥当性

多量排出者に対し、指導し、計画を策定させて減量化に努
めさせることは、事業の目的であるごみの発生抑制、資源
化に対して妥当です。

○

●

●

成果指標②

単位

説明・算定式

実績

目標

平成19年度

平成19年度 平成20年度

成果指標①

多量排出事業者排出量削減率 単位 ％

説明・算定式 多量排出事業者と認定した全事業者の排出量を前年度と比較した削減率

実績 2 3 6.5

説明・算定式 前年度の排出実績に基づく指導件数

実績 70 68 63

活動指標②

単位

説明・算定式

実績

目標

事務事業名 事業系ごみ多量排出者に対する減量化指導事業
事業担当
事業種類

総合計画の
位置付け

'02

事業の概要
事業系ごみ多量排出者に対する減量化指導を行うことによ
り、ごみ発生量が減少して資源化量、リサイクル量が増え
ています。

ごみ減量化のため、事業系ごみ多量排出者に対し、発生量
の抑制、資源化、リサイクルなどの減量化の指導を行いま
す。

活動指標①

多量排出事業者指導件数 単位

総合評価

必要性

多量排出者に対し、指導し、計画を策定させて減量化に努
めさせることは、ごみの発生抑制、資源化に必要です。

●
○

○
●

事

業

分

析

効率性

多量排出者に対し、「減量化等計画書」等の確実な提出を
求めていきます。

○

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出

平成20年度 平成21年度

指標名

指標名

平成19年度 平成20年度 平成21年度
目標 2 2 2

平成21年度

指標名

指標名

平成19年度 平成20年度 平成21年度
目標 75 70 65

件

対象・受益者 事業者 事業期間
委託、協働

目的・目標

根拠法令等

'03
③〈循環型社会〉　循環型社会をめざして環境負荷の少ない暮らし方を定着させる'03
2 ごみの排出を抑制し、資源化を進める

基本目標３　　人と自然が調和した、やすらぎのあるまち



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ａ Ａ

今後に向けた
課題

多量排出者に対し「減量化等計画
書」等の確実な提出をを求めると
ともに、実践例を紹介し、排出抑
制、資源化、リサイクル化などで
減量化を促す。

多量排出者に対し「減量化等計画
書」等の確実な提出を求めるとと
もに、現場確認を行い、排出抑
制、資源化、リサイクル化などで
減量化を促します。

多量排出者に対し「減量化等計画
書」等の確実な提出を求めるとと
もに、現場確認を行い、排出抑
制、資源化、リサイクル化などで
減量化を促します。多くの時間が
かかるため優良事例の紹介等も有
効である。

主な取組と成果

多量排出者に「減量化等計画書」
等の確実な提出をを求め、実績及
び計画書の分析等を行った。「減
量化等計画書」等の確実な提出に
より、多量排出者に対し、ごみの
発生抑制、資源化への意識付けに
効果があった。

多量排出者に「減量化等計画書」
等の確実な提出を求め、実績及び
計画書の分析等を行いました。
「減量化等計画書」等の確実な提
出により、多量排出者に対し、ご
みの発生抑制、資源化への意識付
けに効果がありました。

多量排出者に「減量化等計画書」
等の確実な提出を求め、実績及び
計画書の分析等を行いました。
「減量化等計画書」等の確実な提
出により、多量排出者に対し、ご
みの発生抑制、資源化への意識付
けに効果がありました。

：成果があがった ：成果があがった ：成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

内
訳 再任用　(人)

フルコスト　(A+B) 1,679 1,679 4,178
人件費　(B) 1,679 1,679 4,178

0.00 0.00 0.00

6

平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額

遅れている
理由

－ － －

0

検証結果
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

進
捗
状
況

：予定どおり ：予定どおり ：予定どおり

国庫支出金 0 0

0.00 0.00 0.00
職員　(人) 0.20 0.20 0.50

執行率　(%)
事業費　(A) 0 0

事業内容

多量排出者に対する指導 多量排出者に対する指導 多量排出者に対する指導

0 0 0

財
源
内
訳

一般財源

起債
県支出金 0 0 0

その他　特財 0 0 0

0

0 0 0
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１．事業の位置付け

土木部　土木補修課
○ ハード ● ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

□ 市民ニーズ
■ 事業目的の達成状況 高
■ 市の関与の必要性 低
□ その他
■ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
■ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
■ 業務プロセス改善による効率化の方策
■ コスト削減の可能性 高
■ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

必要性

資源・環境に配慮した道路づくりの研究のため必要性があ
ります。 ●

○

有効性

資源・環境に配慮した道路づくりの研究のため有効性があ
ります。 ●

○

事

業

分

析

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

妥当性

資源・環境に配慮した道路づくりの研究目的のため、比較
調査を行うことは妥当性があります。 ●

○
○

効率性

資源・環境に配慮した道路づくりのため、比較調査を行うこ
とでコスト削減の可能性など、効率性を検討できます。 ●

○
○

実績

目標

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

説明・算定式 提出された調査報告書の内容確認・公表回数（平成21年は、採用・不採用の判断含）

平成19年度 平成20年度 平成21年度成果指標①

指標名 調査結果の検証・公表回数 単位 回

目標 1 － 1
実績 1 － 1

目標

活動指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

実績 1 － 1

実績

説明・算定式 既設舗装との振動・騒音比較調査（3箇所程度）

平成19年度 平成20年度 平成21年度活動指標①

指標名 振動・騒音調査回数 単位 回

目標 1 － 1

委託、協働 企業
目的・目標 事業の概要

廃棄タイヤを有効活用した路面舗装により、騒音振動の低
減などの調査結果が得られた場合には採用し、資源の循環
利用の確立と道路環境の向上が図られています。

資源・環境に配慮した道路づくりを研究するため、アス
ファルトの材料に廃棄タイヤを混ぜた舗装を行い、施工者
から追跡調査報告を受け結果を公表します。平成２１年度
に採用可否の判断をします。

根拠法令等
対象・受益者 市民 事業期間

総合計画の
位置付け

'03 基本目標３　　人と自然が調和した、やすらぎのあるまち
'03 ③〈循環型社会〉　循環型社会をめざして環境負荷の少ない暮らし方を定着させる
'02 2 ごみの排出を抑制し、資源化を進める

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 7

事務事業名 資源・環境に配慮した道路づくり（廃棄タイヤの活用）事業
事業担当
事業種類
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３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ａ Ａ
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

今後に向けた
課題

廃棄タイヤを活用した路面舗装
に、期待通りの結果が得られるか
どうか、耐久性の面から問題がな
いかなどの評価判断の難しさが課
題です。

－ 廃棄タイヤの有効活用による路面
舗装については、廃棄タイヤのリ
サイクルの確立等、クリアすべき
課題もあり、現状での採用は難し
いと考えます。

主な取組と成果

既設舗装と廃棄タイヤを活用した
路面舗装の振動・騒音に対する比
較調査を実施し、研究成果を報告
書にまとめた。

平成19年度及び21年度に調査を実
施して採用可否の判断を行うこと
としており、20年度は廃棄タイヤ
を活用した路面舗装の振動・騒音
に対する研究を進めた。

平成２１年６月に試験施工追跡調
査（施工後３年）を実施し、施工
者から報告書が提出されました。
報告書では、ＡＲ舗装と一般的な
舗装には大きな差が見られないと
いう結果でしたが、採用にあたっ
ては、耐久性について３年間の調
査では不十分であり、今後も状況
を見守ることが必要であるとされ
ています。なお、調査当時に比
べ、廃棄タイヤの購入が困難に
なっている現状と、ＡＲ舗装のリ
サイクルにおける受け入れ体制の
不備（再生材として受け入れられ
ない）が併せて報告されました。

検証結果 ：成果があがった ：成果があがった ：成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

進
捗
状
況

：予定どおり ：予定どおり ：予定どおり

遅れている
理由

－ － －

フルコスト　(A+B) 1,259 1,259 1,254
人件費　(B) 1,259 1,259 1,254

内
訳

職員　(人) 0.15 0.15 0.15
再任用　(人) 0.00 0.00 0.00

執行率　(%) 0.00 0.00 0.00
事業費　(A) 0 0 0

その他　特財 0 0 0
0

県支出金 0 0 0財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

起債 0 0 0

一般財源 0 0

事業内容

検査結果の検証、振動騒音検査
の立会い

振動騒音の研究 結果の検証、立会い、採用可否
の判断・公表

8

平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額


